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1．子どもの歩行中交通事故死傷者の現状と目的 

2016 年に交通事故総合分析センター（以下，

ITARDAと記す）が子どもの歩行中の交通事故につい

て非常に興味深いデータを公表した ITARDA による

と歩行中の交通事故死傷者数（年齢別）は7歳が最も

多いことが報告されている。1)高齢者の人口は 1 歳あ

たり200万人を超えているのに対して，7歳児は100

万人を少し上回る程度である。人口当たりで算出して

いないにもかかわらず 7 歳児の死傷者数は成人の約

2.5倍，65歳以上の約2倍にもなるのである。 

なぜ，7 歳児だけが跳び抜けて多いのであろうか。

ITARDA の報告は歩行中の交通事故死傷者数を年齢

別で示されているのだが，ITARDA の山口（2017）

は，子どもの歩行中の交通事故を年齢と学齢別に報告

している。2) 7歳児には，小学1年生と2年生が混在

しているため 1 年生の事故が多いとはいえないため，

山口の報告をもとに小学生の歩行中の交通事故死傷者

数を学年別に集計した結果，7歳児の中でも小学 1年

生が最も多いことが明らかになった（図1）。 

 

この小学校1年生における特異的な事故率を説明す

る理論的な枠組みはあるのだろうか。これまでは，未

就学児に比して就学すると事故が急増する理由を単に

幼稚園や保育所では「親と一緒に通園しているから」

や「送迎バスがあるから」だけで終わらせることが多

かった。このような説明が，子どもたちの認知的特性

や活動性などを考慮した生態学的で合理的な説明理論

とは考えにくい。 

生態学的に考えると，就学にともなう通学が作り出

す，活動システム全体の変化を考えるべきであろう。

通学にともなう1人の交通参加者としての自立に伴う

行動範囲の拡大と，子どもたちが持つ心理的な機能の

発達とのマッチングが十分なのかどうかが問われるの

である。就学して間もない子どもたちは，危険予測能

力や交通事故に対する十分な認知能力が発達していな

い。特に就学してすぐの子どもたちは発達の個人差が

大きく，一律的な教育では危険予測能力は身につきに

くいと考えられる。そのためには子どもの発達状況と

生活環境を正しく把握する必要がある。 

警察庁（2017）によると通行目的別で小学生の歩

行中死傷者数が最も多いのは登下校中で 9,623 人，

実に全体の 35.3%を占めている。3) この結果は残り

の 64.7%は登下校以外の目的だということになる。

目的別の私用 4 項目「遊戯・訪問・買い物・散歩」

の死傷者数を合計すると10,083人（37.0%）になり，

登下校時の割合を上回る。 

このように登下校時よりも帰宅してからの外出，

すなわち，学校教諭の目が届く範囲を超えてしまっ

ている所での交通事故が多いのが現状である。 

 

2．方法 

2-1. 調査対象者と調査期間 

M市にあるO幼稚園の年長組の保護者67名を対象に 

2017年3月10日（就学前），9月16日（小学1年生の夏休

み明け：回答20名），2018年8月25日（小学2年生の夏

休み明け：回答17名））の3回にわけて調査を実施した。 

 

2-2．手続き 

 調査協力者となる保護者への研究主旨の説明は，幼稚

園に在園しているときに口頭にて実施し, その後の調

査と回答は返信用封筒を同封して郵送にて回答を求め

た。主たる調査内容は，対象児の保護者に対し，子ども

が1人で徒歩により活動する主な場所を略図に示しても

らった。略図の作成については，自宅に△印をつけて拠

点とし，自分の子どもが1人で行動する主な行き先に×



印を書いてもらった。その際に自宅との位置関係を適切

に把握するため，自分の子どもが通う小学校と通ってい

た幼稚園の位置も示してもらった。また，幼稚園，小学

校ともに遠方の場合は，ランドマークとなる建造物を記

述してもらった。 

 

2-2．解析方法 

保護者が記述した自分の子どもが1人で行動する主な

行き先を幼稚園や小学校などの目安となる建造物を参

考にしながら，Web上の地図で調べ，場所を特定した後

に自宅から行き先を直線で結び，直線距離を測定した。

直線距離の測定にはGoogleマップの距離測定ツールを

使用した。同システムには目的地までの道路経由検索も

可能であるが，どの道を通って移動しているのかは把握

していないため，直線距離を分析の対象とした（n=17）。 

 

3．結果 

 就学前後ともに自宅から主な行き先までの直線距離

の中で遠い方から3つを選択し，その3箇所までの直線

距離の和を比較した。2年生時の調査協力者17名の子ど

もの平均距離は，就学前は110.58m，1年生では312.64m，

2年生になると1070.12mに増加していた。 

就学前後の1人での行動範囲の変化を比較するために，

一元配置分散分析を実施した。その結果，統計的に有意

な差が認められた（F(2,48)=28.264，p<.001）。Tukey 

HSDを用いた多重比較によれば、「就学前と2年生」，「1

年生と2年生」の間に有意な差が認められた。小学1年

生の2学期開始時から小学2年生の夏休み終了までの間

に1人での行動範囲が著しく広がっていることが明らか

になった。 

                              

4．考察 

4-1.行動範囲の拡大 

 就学後の子どもたちの主な行動範囲は，就学前と小学

1年生で2.82倍，小学1年生と2年生では3.42倍，就学前

と小学2年生では9.68倍にも広がっている。単純な考え

であるが，自宅から外出しなければ交通事故に遭う確率

はゼロである。しかし，例え一歩でも自宅から外に出た

らその瞬間から目的地に到着するまで交通事故のリス

クにさらされることになる。交通事故のリスクとは一定

の値ではなく，程度の差はあるものの道路交通における

事故の危険性と個人が，どの程度移動するのかといった

暴露量によって可変する。就学後に1人で行動する範囲

が広がったことは，小学1年生の事故死傷者数増加の要

因であることが示唆される。 

 

4-2.認知発達との関連 

 子どもの歩行中事故の中で7歳児が最も多いのは，知

覚・認知の発達が未熟であり，危険予測が十分に学習さ

れていないことと交通環境やドライバーのヒューマン

エラーが相互に作用していたためだと考えられる。 

Sandels,S.（1977）は，複雑な交通環境に子どもを適

応させることは不可能であり、子どもの特徴に合わせて

交通環境を整備することが重要だと指摘している。4) 

確かに視野や認知の発達的観点からできないことは

できないのだが，安全行動をシステム化し，習慣づける

ことは可能である。安全に道路を横断するためには

「右・左・右を見てから手を挙げて横断する」ことも大

切であるが，最も重要なことは「何を見るのか」である。

1つの可能性として，「何に注意をして道路を渡るの」，

「車が来ていないか自分の目で見てから渡りましょう」

など，適切な注意の向け方を学習させることにより，7

歳児の突出した歩行中死傷者数が減少できるのではな

かろうか。 

 

5．おわりに 

河合（1989）は，人間発達のシステムモデルについて 

“新たなシステムへの変化の前には不安定な移行前状

態が存在する”ことを指摘している。5) 不安定な揺ら

ぎを繰り返しながら，より上位のシステムへと移行して

いくことは，児童の交通行動においても同じことがいえ

るのではなかろうか。 

道路を横断する際には，時には確認が不十分なため危

険な思いをしたり，また，ある時は安全に道路を横断し

たり，このようにできたりできなかったり，ゆらぎなが

ら発達，学習していくのである。児童は様々な交通場面

で横断行動を学習し，やがては安定した安全行動の習得

へとつながっていくのである。 

児童の交通安全教育は，地域や学校の方針，保護者の

安全意識などによって内容や方法が異なる。行政による

一定の指標で安全教育の質が保証されることを望む。 
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